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Ⅰ　インドにおける政党の形成要因とヒンディー・ベルトの意味

インド革命党の台頭

—ウッタル・プラデーシュ州の政治経済変化とカースト—
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I イソドにおける政党の形成要因とヒソディー・

ベルトの意味

II 独立から第 4次総選挙 (1967年）までのUP州

における経済・政治状況

III イッド革命党の台頭

IV 拉立後のイソド政治における BKDの役割

I インドにおける政党の形成要因

とヒンディー・ベルトの意味

1． 会議派と目標政党

インドの政党制の最大の特徴は，圧倒的に優勢

な与党・会議派の存在にある。 この「一党優勢

制」は，議会制の名のもとに政党政治が行なわれ

ている国々のなかでもあまり例のない特殊な現象

であるほ I),, 一党優剪制の枠組のなかにあって

は，新党の形成もきわめて特徴的な傾向を帯びる

ものとなる。すなわち，ィンドの新政党のほとん

どは，会議派に代わって政権の座につくことを日

標とせず，ある特定の政策目標の達成のみを掲げ

て形成されてきたのである。本稿においては，こ

うした政党を目標政党と名付けておく。

目標政党が容易に出現し，一定の支持を集めて

きたという事実は，与党・会議派の基本的な性格

にかかわる限界を示すものであった（注2)。会議脈

は党理念自体の折衷的な性格と党組織のルーズさ

とがあいまって，インドにおけるほとんど全ての

階層，階級，集団，さらには地域の利益を代表す

rアジア経済』 XXX -3 (1989. 3) 

るという外観を装うことにより，全インド的な支

持を集めることに成功してきた。しかし，このた

め，会諧脈はある陛陪の特化した利益を明確に主

張しえないことになる。会議派が特化した利益を

主張すれば，他階層の利益との矛盾を来たし，全

階層の代表を標榜することができなくなる。ここ

に目標政党が出現する余地が生まれる（注3)。つま

り，目標政党は，自党を会議派と対比させること

によってアイデンテイティを確立する。

目標政党は，大きく二つのカテゴリーに分けら

れる。一つは特定の目標を達成するために，複数

の州にわたって組織される政党である。たとえ

ば，不可触民の政党である共和党やイスラム教徒

の保護を訴えたムスリム連盟などはこのカテゴリ

ーに属する。このタイプの政党は少数者の利益を

代表するという性格を持つため，その枠をこえて

支持を拡大することは難しく，せいぜい小納力の

いわばプレッシャー・グループ的な存在にとどま

る。

2番目のカテゴリーに属する政党は， 1州のみ

に存在し（注4)，州の特殊権益を擁護することを目

的とする政党である。現在，このカテゴリーに属

する政党としては，反ブラーマン運動の申し子と

もいうべきタミルナードゥ州の両ドラヴィダ進歩

連盟，アーンドラ・プラデーシュ州のサブ・ナシ

ョナリズムをスローガンとした同州のテルグ・デ

サム，他州人に対してアッサム人の権益擁護を主
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張するアッサム小liのアッサム人民党などがあげら

れる。当然ながら，いずれの政党も当該州の外に

勢力を拡張することができない。地方政党の存在

は，インドの多民族国家的な性格と連邦制とが生

みだす政治的現象の一つであろう。

ただし，このカテゴリーに属する政党も，州政

権を獲得する存在となり得，現にそうなっている

湯合も多い。この意味からすれば，これらを目標

政党とみなすことには異論もあろうが，ここでは

連邦レベルで会議派にとって替わることを指向せ

ず，小l,I内でも勢力拡大のみにその目標を限定して

いる政党という意味で目標政党ととらえておく。

2. ヒンディー・ペルトの持つ意味

インドの新政党がH標政党の域を脱して，連邦

レベルでも政権をめざすためには，少数者の意見

を代弁するだけでなく，多数の支持を得ることが

可能になるように広範な政策目標を掲げなければ

ならない。

加えて，複数の州に勢力を拡大していわゆる

「全国政党」となることが必要である。ごの場合

に不可欠な条件は，北部インドのヒンディー・ベ

ルト（注5)において一定の剪力を獲得することであ

る。ヒンディー・ベルトは人口，面積ともインド

全体の約4割を占める。

西ベンガル州，ケーララ州， トリプラ小l1を中心

的な勢力地域とするインド共産党（マルクス主義）

は， 1978年12月のハウラ中央委員会総会におい

て，同党を真に全国政党たらしめるため， ヒンデ

ィー・ベルトにおける勢力拡大を組織運動方針と

した（注6)。このことからもインド政治においてい

かにヒンディー・ベルトが墾要かがうかがえる。

逆に言えば，もともとヒンディー・ベルトに勢力

を持つ政党は，全国政党に転化しようとする野望

を持ちやすい。ヒンディー・ベルト地域以外の政
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党には党名に「全インド」を冠したものが多い

が，これはむしろその政兌の内実が地方政党に留

まっていることを露呈したものとみることができ

る。これに対してヒンディー・ベルトの政党の場

合には，あえて「全インド」を標榜しなくても，

インド政治の中心となり得るとの自負を持ってい

るものが多いといえよう。

ヒンディー・ベルトのなかでもとりわけ重要性

を持つのが中心的な位置を占めるウッタル・プラ

デーシュ州（以下UP州）である。 UP朴Iの人口

は， 1981年のセンサスによれば 1億1000ガ人でイ

ンドにおける総人口の 16.2佐（全州中第 1位），面

積では 29万4000平方話でインド総面積の 9.0似

（全州中第4位）を占める。歴史的には，同州はヒ

ンドゥー文化の発祥地であり， 20槻紀において

は，独立運動のリーダーを供給した地域であった。

そればかりではなく，インドにおける農民運動の

拠点の一つであったし，会議派社会党の拠点とな

るなど他州に先駆けた政治的現象が起きる傾向が

ある。独立後は， 6代の首相中 5人を輩出した。

ヒンディー・ベルトは，連邦議会議員定数の約

4割弱を選出させることによりインド政治の動向

に大きな係わりを持っているが， UP,J+lはその地

政的な中心であるだけでなく， ヒンディー・ベル

ト議席の半数を同州が占め，まさにヒンディー・

ベルト政治の中心となっている。

ヒンディー・ベルトの重要性を示す最近の事例

としては，人民戦線 (JanMorcha)の例をあげる

ことができる。ガンディー首相の元側近であった

V•P ・シン元国防相らが結成した人民戦線と，こ

れを核にしてその後1988年10月に結成された人民

党 (JanataDal)は，会議派(I)の強力な対抗勢

力になるとみられている。しかし，もし人民戦線

とその後の人民党の活動地域がヒンディー・ベル
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Ⅱ　独立から第４次総選挙（1967年）までのUP州における経済・政治状況

トを中心にしていなかったら，いずれも現在のよ

うにガンディー首相に骨威を感じさせる存在には

ならなかっただろう。

本論は， 1960年代後半のUP州における経済

・政治的な変化を背景に台頭したインド革命党

(Bharatiya Kranti Dal。以下， BKDと省略）の盛衰

をここでいう目標政党の視点から分析しようとす

るものである。 BKDは UP州における後進力

ーストを中心とする中農の利益を代弁したという

意味で目標政党であった。しかし， BKDはH原

政党の域に留まらず，独立インドにおける社会・

経済的な変化を象徴し，北部インドにおける勢力

確保を目指した点において．独立後インドの政党

状況に画期的なインパクトを与えたのである。

（注 l) 詳細については，拙積「政党制」（山口博

一編『現代イ｀ノド政治経済論』ア；ア経済研究所

1982年）を参照されたい。

（注 2) 会議派の基本的な性格については，拙稿

「インド国民会議派の百年」（『もっと知りたいイソ

ド』弘文堂 1989年3月刊行予定）を参照されたい。

（注 3) したがって，会議脈が全階層等を代表しな

くなったと見られるようになった場合に会議派に代慈

する政党が出現する素地ができる。 1977年のジャナク

党と88年の人民党はその例である。

（注 4) ごのカテゴリーには政党とは言えないが，

一時的な目標の実現を目指す迎助体も含めることがで

さる。この弧の連動体は， 目慄が実現された場合には

消滅するが会議派のような優勢な政党に吸収される。

アーンゞラ・ブラデーシュ州の「テレンガナ人民委員

会」，マハーラーシュトラ州の創設を運動した「統一

マハーラーシュトラ委員会」などの例があげられる。

これらは，政策目椋が限定されており，かつ，活動範

囲が州内に限られているという二重の意味での「目棋

政党」といえよう。

（注 5) ピソディー語地域。具体的には， ビハール

州， UP州，マッディヤ・プラデーシュ州，ハリヤーナー

州デリー市，ラージャスクーン州を指す。ヒンディー・

ペルトについては，斎藤吉史『インドの現代政治』朝

日新聞社 1988年において興味深く検討されている。

イソド革命党の台頭

（注6) CPIM, "Resolution on Organisation and 

Other Resolutions of the Plenum of the ・ Central 

Comrnitte, Sai-kya, Howrah, West Bengal, Dec. 

27-31, 1978。”

II 独立から第 4次総選挙 (1967年）ま

での UP州における経済・政治状況

1. 独立後の UP州における農業政策

UP4191は他州と比較して経済的には後進地域で

あり，主要な産業は農業である。したがって，小卜I

政府の農業政策は単にUP1+1の農業分野に重大な

影響を与えるだけでなく，州全体の経済に大きな

インパクトを与えるのである。 UP1小1政府の独

立後における農業政策は，次の 4点を狙いとした

（注 I)

(1 I 耕作者と政府との介在者の廃止と農業経営

者の創設

(2) 農業の生産性と生産高の向上

(3) 農業以外の分野における雇用と収入の創出

(4) パンチャーヤト制の導入など分権化の推進

UPJ、11政府は，これらの政策を実現するため

に，土地改革を推進し，一方では細分化され，ま

た，非経済的な土地保有の是正に着手した。その

手始めが， 1952年の「ザミーンダーリー廃止法」

であった。同法は，最小経営規模を10；ことし，プ

ーミダールやシールダール（注2)と称する自作農を

創設することを目的とした。この法律の施行はア

ヒールやクルミーといった後進カーストを農業経

営者とすることになったので，同廃止法の施行前

からの大地主ともいうべきザミーンダールに多か

った麻位カーストのブラーマンやラージプートと

の対立を招来することとなった。

1953年には，「UP州土地保有統合法」が制定

され，土地の統合が図られた。次いで， 1960年に
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第1．衷 UP州議会選挙結果 (1952~62年）

1 95 2 1 1 95 7 

得票率 1 獲得議席 1得票率 1 獲得議席

会大合共 民衆議社皇連会 盟党箋派
47.9 390 42.4 286 36.3 249 
6.4 2 9.8 17 16.5 49 
17.8 20 14.5 44 11. 2 38 

8.2 24 
0,9 

゜
3.8 5.1 14 

スワタントラ党蓋 4.6 15 

諸共 和
3.5 8 

27.0 18 29.4 74 14.3 33 

得票

1962 

率 I獲得議席

合 計 100 430 100 460 100 430 

（出所） Srivastava, Saraswati, "Uttar Pradesh," Iqbal Narain編， StatePolitics in India,メーラット，

Meenakshi Prakashan, 1976年。

「士地上限法」が制定され，土地の保有面積は40

芦：以下に制限された。しかし，この法律の効果は

弱く，類似の土地改革法を制定した他朴1と同様，

土地の再配分には結びつかなかった，といわれ

る（注3)。

UP:HIにおいても， 1960年代の後半頃から緑の

革命が浸透したが，これに利益を得たのは， J小I内

では西部地城などの小麦生産地域でたり，経営面

積15江以上の農民層であった（注4)。

2. 政党状況

（］） 野党の状況

1967年までのUP,)+!における政党状況は，中央

レベルにおける一党優勢制を朴lレベルで典型的に

再現したものだった。

右粟剪力からみると，代表的な政党が大衆連盟

であった。大衆連盟の支持基盤は，アウド地方を

伝統的な地盤とし，その農村部，特に大地主を支

持の甚層とした。たとえば， 1962年の朴I議会選挙

において同党が獲得した49鏃席1|-l, 2議席が都市

部選挙区からで，残りは農村部選挙区からの当選

者であった（注5)。ちなみに，大衆連盟は， 1977年，

他の主要野党と合流してジャナタ党を形成した

後，同党を離れて現在はインド人民党となってい
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る。インド人民党のUPHIにおける支持韮盤は一

般的に都市部の商人層や職人層といわれる。この

間における支持基盤の変化は，同党の体質的変化

を知るうえで興味ある研究成果をもたらすものと

思われる。

この他，スワタントラ（自由）党は 1962年と 67

年の州議会選挙で各々約5客の得票率をあげてい

た。また，大地主の権益擁護を目的とするUPJ小I

人民党 (UPPP)が1952年の州議会選挙において 2

佐の得票をあげ， 2議席を獲得したこともあった

が，以後自然消滅した。

-)j, 1いの勢力についてみると， UP,HIの特徴

は，共産主義政党よりも人民社会党などの社会主

義政党が強力な存在だったことである（第 1表参

照）。独立後のUP州における社会主義政党の出発

点は，それまで会議派の一部だった会議派社会党

が全国的な規模で1948年に自立した際，ナレンド

ラ・デヴの下に会議派の党員が離党して社会党を

結成したことにある。 UP小liは，独立後のインド

において社会主義勢力の最大の拠点であった。

これら社会主義政党は中農や小地主を支持基盤

としていた。特に人民社会党やロヒア社会党は，

1960年代， 6.5*:以下の士地保有者については地
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税なしとすることを選挙民に訴えて支持を集め

た（注6)。また，ザミーンダール廃止によって農業

経営者となったアヒールやクルミーは，ブラーマ

ンやラージプートなど旧ザミーンダールと対立す

ることとなったが，社会主義政党は，この対立に

おいてアヒールやクルミーの側に立つことによっ

てこれらカーストの支持を取り込むことに成功し

た。その結果， 1962年州謙会選挙においては，こ

の人民社会党とロヒア社会党の両党で19.4告を得

票し， 62議席を獲得した。

その他，共和党はチャマールをはじめとする不

可触民を支持母体としていた。また，印パ分離に

よりインド国内のイスラム勢力が弱体化したた

め，独自の活動が困難となったムスリム教徒連盟

は1962年の小湘義会選挙においては共和党との連携

をはかった。

(2) 会議派の状況

会繕派は1952年の小！‘|議会選挙以降，得票率と獲

得議席数とも漸減傾向を示していたが， 60年代前

半までは圧倒的な第 1党であった。しかし，会議

派はこの時期いわゆる中農からの支持獲得に成功

していたとは必ずしもいえない。

大地主層については，当初からUPナト1人民党や

後のスワタントラ党が旧ザミーンダールや近代資

本家的農民の階級的利益を代表する政党になろう

と試みたが，いずれも不調に終わり，大地主層は

各々の利益を求めてそれぞれ個々の政党を支持し

ていた。しかし，独立後のインドにおいて多数存

在した政党が徐々に淘汰されていった過程を通じ

て，大地主層は，少しずつ会議派支持へと移行し

ていった。これは，大地主層にとって，中央の官

僚を掌握し，利益配分機構を左右する力を持つ会

議派を支持するのが最も簡便な方法だったためと

考えられる。

インド革命党の台頭

1960年代のUP州会議派には， C．B・グプタ

派とカマルパティ・トリパティ派という主に二つ

の派閥が存在した。 C•B ・グプタは，都市居住

者，特に，バニアなどの商人階層と農村部におけ

る優勢カーストに属するリーダーとの提携により

自派の勢力を維持した（注7）。一方， トリパティ派

の特徴は，一言でいえば，ブラーマンが圧倒的多

数を占めていたことにあった。 トリパティが朴1政

府主班に任命された際，閣僚の 3分の 1はブラー

マンであった（注8)。両派は1969年の会議派大分裂

の際にたもとを分かち， C•B ・グプタが会議派

（野党）に（注9)， トリパティ派が会議派（与党）に

属することとなった。この分裂劇は，後で述べる

ように1969年以降のUP1+1政治の動向に大きな影

響を及ぼした。

(3) チャラン・シンの存在

本号掲載の多田論文によっても明らかにされて

いるように，経済的には独立後のUP少Iiにおける

農業政策の結果，後進カーストを中心とする中農

が農業の担い手として登場し，経済力の向上に伴

って彼らは政治的に無視できない存在となった。

しかし，彼らの権益の確保ないし増進に会鏃派は

熱心ではなかった。会議派内部のカースト構成を

みると，大地主に多かったブラーマンやタークル

などの上位カーストが優勢であって，中農に多い

カーストであった後進カーストのジャート，クル

ミー，アヒールなどは党組織において劣勢であっ

た。そのため，彼らの利益が会議派を経由して州

政府に反映される機会は少なかった。したがっ

て， 1960年代後半の中農層は，彼らの意見を吸収

し，州政治に反映させるための政治的チャンネル

を必要としたわけであり，ここにジャートのチャ

ラン・シンが登場する政治的なモメントがあった

わけである。
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チャラン・シンは，1902年，UP州西部のメーラ

ット県に生まれた。浪学士の学位を取得し，隣県

ガジアバード市で弁護士を開業した（お～39年）。

1929年に会議派に入党， 37年の選挙においてUP

J+1議会議旦に選出され，その後40年間にわたって

州議会歳員を務めた。独立後は G•B ・パント U

P,J、11内閣の時に初入閣，パーラメント・セクレタ

リーに就任した。 1952年から54年にかけて歳入・

農業相を務めた。

チャラン・シンは，歳入・農業相時代の1953年

2月，灌漑料金の50f蹂値Lげ問題をめぐって州政

府の方針と対立した。値上げに反対したチャラン

・シンの主張は次のようなものであったぽIO)。

1に農村の利益は都市の利益よりも重視されるべ

きである。これ屯都市部に比較して農村部の方

が低く課悦されている， との閣内の意見に対する

反論として述べられたものである。第2に， UP

州の東部よりも西部の利益を重視すべきことであ

る。これは，東部に比較して西部の方が灌漑地が

多いため，灌漑料金の値上げは西部が不利になる

ためであった。そして第3に，シールダールに対

してブーミタゃールの利益を重視することである。

これらの理由からチャラン・シンは灌漑料金の50

似の値上げをやめそのかわり 3分の 1程度の値＿1--̂

げを提唱し，同時にシールダールの地税を 3分の

1値上げせよ，と主張した。

こうしたチャラン・シンの主張の背景となった

彼の思想ば彼の『レントゲンで見た協同農業

ー一問題とその解決策ー一J1(1959年）において次

の3点に要約されている（注I!)。

(I) 資本集約的な工業化は，インドにとって適

した戦略でiまない。

(2) 土地ばインドにとって最も価値があり，か

つ，希少なものである。土地の利用について

80 

は，最も多くの人々に生活源を提供するため

に，その効率化を図らなければならない。

(3) インドにおける経済問題を解決するために

必要な最も有効な土地の活用法とインドの経

済問題の解決とは，~人畜力によって経営され

る小規模農業の経済である。規模はいくら拡

大しても生産性があがるものではない。農業

経営の最適な土地規模は， 2.5~: から 27.5＃こ

の勧囲である。

（注 1) Brass, Paul R., Caste, Factわn& Party 

in Indian Politics,第 1巻，ニューデリー， Chanakya

Publications, 1985年， 279~285ページ。ただし，こ

れらはいずれも他の州政府が多かれ少なかれ採用した

政策であり，必ずしも UP州独自の政策であったとは

言えない。

なお， UP州における独立後の農業政策について

は，多田博ー「独立後における農業政策の展開ーーウ

ックル・プラデシの事例ー一ー」（山口博一編『イソド

の経済政策と諸階層』アジア経済研究所 1975年）を

参照されたい。

（注 2) UP州においてザミーソダーリー廃止法に

よって創設された自営農民の二つのカテゴリーであ

る。プーミダールは土地に対して完全な所有櫂を持

っ。シールダールは土地の所有権を持たず，州政府に

地税を支払う実質的には州政府の小作人である。

（注3) Brass,前掲書， 279ページ。

（注4) 同上書第2巻 (1985年） 70ページ。

（注5) 同上西 261ページ。

（注6) 同上書 134ページ。

（注 7) Brass,前掲出，第 1巻， 304ページ。

（注8) 同上書 305ページ。

（注9) C • B・グブタは， 1969年に会哉派が大分

裂した時に会議派（野党）側に既したため，政府のバ

トロネージから切断されたことを主因の一つとして，

UP州における勢力が衰退していった。一方， トリバ

ティ派のプラーマソ中心的性格ほ，その後も続き，た

とえば， 1973年のUP州会識脈（与党）のカースト横

成は，県と市部の会識派（与党）支部長75名のうち，

約半数にあたる38名がプラーマソによって占められて

おり， ンャートとヤーダプは 2名， クルミー fま2名に

すぎなかった（同上書 305ページ）。
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Ⅲ　インド革命党の台頭

ィッド革命党の台頭

（注10) 同上書 306ページ。

（注11) 同上畠 312~313ページ。チャラ` ノ・シン

のこうした考え方は，その後も根本的に変化していな

い。 Singh, Charan, Economic Nightmare: Iヽs

Cause and Cure,ニューデリー， National Publish• 

ing House, 1981年。

III インド革命党の台頭

ー 統一議会党内閣の誕生

1967年に行なわれた第4次総選挙は，第2次総

選挙以降に顕在化した会議派の衰退傾向を一挙に

明確にした。会議派は，連邦鏃会においては辛う

して過半数， J、卜1議会においては17、}|｛中 6J小l（後に

9,｝+1)においてのみ過半数の議席を獲得したにす

ぎなかった。 UP1ヽト1も会議派（与党）の衰退傾向

の例外ではなかった〔，第 1表と第 2表を参照され

第 2表 UP 、)•I•I議会選挙結果 (1967年）

獲得議席 得 票 率

会裳脈
大衆述盟
統一社会党
スワタントラ党
共和党

人民社会党
共産
共産党（マルクス主、
諸派および無所属
無所属'

（出所） 第1表と同じ (342ページ）。
（注） 総厳席数は425。
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たい。 1967年の州議会選挙における会厳派は，得

票率と獲得議席数とも62年の第3次総選挙の結果

を下回り， 425議席中199諧席を得たに留まって，

単独過半数を獲得できなかった。

選挙後，会議派の C・B・グプタは， 1967年3

月14日，他の小党の協力を得て内閣を組織するこ

外されていた。

とに成功した。チャラン・シンはこの内閣から除

しかし， C•B ・グプタ内閣は，

4月 1日，＇州議会招集後に行なわれた知事の施政

方針演説に対する信任動議 (motionof thanks)が

215票対198票で否決されたため，辞職に追込まれ

た。

チャラン・シンは，他の16名の会議派州

議会議員とともに離党して，人民会議派（ジャナ・

コングレス）を形成するとともに大衆連盟，統一社

同Il,

ヽ巫ェ：兄， インド共産党， インド共産党（マルクス主

義），スワタントラ党などを中心にして 3月6日に

組織されていた統一議員党（SamykataVidhayak 

Dal。以下 SVD)に人民会議派を参画させて SVD

のリーダーとなった。そして， 4月 3nには州首

相に就任し， 6日に SVD内閣を発足させた（注 1)。

SVDは， 3月 6日に組織されたもので， 33項

目に上る共同綱領を決定していた。共同綱領に

は，農業関係についてみれば，地税等の廃止，漑

灌施設の拡大，肥料の供給の増大などが掲げられ

SVD内閣のカースト構成

ブクヴカ
l シァ
、ャ ャ
ダトイ
1 リシ

ス

ルヤャタ

4 I 2 I 1 

1 I 1 I 1 
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第 1表と同じ (334,343ページ）から作成。
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ていた。

SVD内閣の特徴は，第3表のとおり，中間力

ーストの比重が大きかったこと，特に後進カース

トが全体の30叡を占めたことである。ちなみに，

SVD内閣崩壊後， 1969年選挙によって成立した

会議派内閣では，対照的にブラーマンの構成比率

が高くなっている。

2. インド革命党の台頭

(2) インド革命党の結成

インド革命党 (BKD)は，チャラン・シンの政

党というイメージが強いが，結党の趣旨は全国政

党の形成にあった。 BKDのそもそもの出発点

は， 1967年4月，ビハール9}|｛のパトナ市において

会謡派離党者が集全し，さらに同年 9月のボパー

ル会議を経て11月にニューデリー市において結成

された政党である直 2)。

結党に参加した政党は，チャラン・シンの人民

会議派，西ベンガル小liのバングラ会議派， ビハー

ル州の人民革命会議派，ラジャスタンナト1の人民

党，オリッサ少卜1とマッディヤ・プラデーシュ州の

人民会議派などであった。党首には，ビハール州

の朴l首相であったマハマヤ・シンハが，芥記長に

はマハーラーシュトラ小卜1 の D•K ・クンテがそれ

ぞれ就任したのであった。 BKDの勢力固は，某

本的には，毎加政党が示すようにヒ，，ハール州， U

P州，西ヘンガル州などの北部インド地域が中心

であった。

BKDは，その党規約第2条（目的）でまず最

初に農業に関する同党の方針を掲げ，「協力原則

を持つ自立的な農民によって経営される小規模農

業を通して 1単位当りの士地に対する労働力およ

び資本の集約的な投入に基づく農業組織を育成す

ること」，と規定した（注3)。ここにはチャラン・

シンの考え方が明確に打ち出されている。
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BKDは成立直後から崩壊の道をたどり，結

局，全国政党として勢力を拡大するにはいたらな

かった。しかし，唯一， UP州においては，チャ

ラン・シンの下で BKDが存続し，以後， UP州

人民会議脈は BKDと名を変えてUPJ+l内の重要

な政治勢力となる。

(2) 1969年の中間選挙と BKDの躍進

(i) 選挙戦の様相と選挙結果

SVD内閣では，成立後，統一社会党とインド

共産党とに属する閣僚とチャラン・シン州首相と

の間の対立が高まっていった。対立の主因は（注4),

大衆連盟が自党系の者を協同銀行や文教諮問委員

会に就任させたことに対する統一社会党，ィンド

共産党の反発，大衆連盟や統一社会党がUP州に

おけるヒンディー語使用の優先的な使用をチャラ

ン・シンに迫ったこと，さらに1967年7月に統一

社会党の要求に基づいて州政府が6.25;こまでの全

ての土地保有にかけられる地税を半額にした措附

に対して他党の理解がえられなかったことなどで

あった。

当初， 17名で出発したチャラン・シンの人民会

議派は，会議派の小li識会謡員が新たに入党したた

め， 7月17日に27名，翌年1968年の 3月21日には

30名に増加していた。同年2月18日，チャラン・

シンは，州首相を辞任するとともに州知事に対し

て州議会の解散と小li議会選挙の実施とを助言し

た。この結果， 2月26日， UP'.}卜1は連邦大統領の

統治下に置かれることとなり， 4月15日にば州議

会が解散された。

州議会選挙は， 1969年2月，パンジャーブ小卜I,

ビハールJ，卜I,西ベンガルナ191とともに行なわれた。

UP,J+Iしこおける議会選挙の特徴は，他朴1に比して

候補者の多いことである。定貝425名に対して

1962年選挙が2620名， 67年選挙が3014名，そして
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69年選挙においては2840名であった（注5)。

政権奪回を目指した会議派は，選挙直前にC.

B・グプタとカマルパティ・トリパティとの和解

に成功し， 398名の党統一候補を立てた。侯補者

の特色は，現職が 170名に達したことと新人候補

94名が40歳以下だったことであり，主要なカース

ト別ではブラーマンが 115名を占め，以下， ラー

ジプート91名，不可触民88名，イスラム教徒45名

となっていた（注6）。会議派は， UP州において

は，伝統的にイスラム教徒，ブラーマン，不III触

民を 3大支持層としてきた。このうち，不可触民

の支持基盤を固める方策として，会滋派は不可触

民層の支持を集めるため，共和党との提携を図っ

た。しかし，共和党が選挙協定の見返りとして50

講席を要求したのに対して会議脈か15議席しか譲

歩しなかったため，協定は成立せず，共和党は200

選拳区に独flo)候補者を立てた。

大衆連盟は全選挙区に候補者を立てた。統一社

会党は，選挙直前になって内紛が激化し，多くの

活動家が会議脈と BKDへ，指定カーストの党員

は共和党へとそれぞれ離党した（注7)。

BKDは大半の選挙区に立候補者を立てること

ができた。候補者のカースト別構成は，ラージプ

ート51名，バニア17名，アヒール48名，不可触民

88名，ジャートJO名，後進カースト25, イスラム

教徒36名，その他26名となっており（注8)，ブラー

マンが皆無なこととジャートが慈外に少ないこと

が特徴的であったc

BKDは，選挙綱領において，：七地保有上限を

27.5;:と定め，余剰地を土地なしまたは保有規模

2.5江以下の農民に再配分する， と公約した。こ

のことは， BKDが，支持層のターゲットを27.5

江以下の中小農民においたことを示していた。ま

た． BKDは，農業開発と農民への経済的インセ

インド革命党の台頭

第4衰 UP州議会選挙結果 (1969年）

l獲叫義席！得票率

大統会ス ワ一衆タ 議社ン 連ト会ラ 派盟党党党

211 33.68 
49 17.93 
33 7.78 
5 1. 25 

共 和 1 3.49 

圧諸人派民およ社産レびロクス会ッ主』

3 1. 76 
4 3.05 
1 0.49 

゜
0. 1 

無所屈 20 9.28 

B K D 98 1 2 1. 3 

（出所） 第1表と同じ (342ページ）。

ンティブに基づくインドの経済開発戦略を目標と

し，農村の貧者や土地を持たない者に雇用を提供

するために経済資源を資本集約的な工業から農業

と小規模産業へ転換すべきごとを主張した（注9)。

選挙結呆出現職で立候補した 319名のうち約

7割に当る221名が落選するという激戦であった。

党派別にみると，会議派が前回の1967年朴I議会選

挙より 12議席増加して 211議席を獲得したことと

BKDが大躍進し98議席を獲得したことが目をひ

いた。 BKD躍進の影響を受けて，大衆連盟，社

会主義政党などは前回厳席から大幅に減少し，無

所属の当選者も減少した（第4表）。

BKD当選者の大半はUP州の西部地域から選

出されたば10)。UP,J+I西部はメーラット県，アグ

ラ県， ロヒルカンド県などで， これら 3県の定且

は135であった。この地域について 1967年選挙と

69年選挙を対照させてみると第 5表のとおりであ

る。この結果が示すように， BKDの議席の 3分

の2は， UP州西部の選挙区において大衆連盟お

よびその他の野党鈎力の地盤に食い込むことによ

って獲得されたものであった（注II)。

BKDは指定カーストおよびイスラム教徒の票

の獲得にも意を注いだ。 1969年の選挙における指

定カースト議席89の党派別内訳は（注12)，会議派が
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第 5表 UP州両部の州議会選挙結果（議席数）
`，`  ｀ ̀ `  

--1会議派1大衆連盟 Iその他lBKD 

富悶爵！乳 61

48議席， BKDが21議府；，大衆連盟が12議席であ

って． BKDが万遍なく後進カースト以下の票を

集めたこどを物語、）ている。一方，イスラム教徒

票については注13l, BKDは上にみたようにイス

ラム教徒の候補者擁立にも積極的であり， UPJ、卜1

議会の35名のイスラム教徒のJ帽義会議員のうち，

会議派の12議席に次ぐ10議席を得た。

チャラン・シンは，：：の選挙においてメーラ

ット県：こ位置ナるチャオプロイ区から立候補し

た(il)4）。この選挙区の「“！要カーストの構成は，ジ

ャート 3況祖不可触民26~芥，イスラム教徒18佐，

ブラーマン14告となっていた。チャラン・シンけ

全投票数の80f位を獲得して会議派の対立侯補に圧

勝した。勝因は，―fャラン・シンが小卜lri相時に同

区の主要農産品である粗糖の他州への販売を奨励

して価格ア；；プを1‘1|ったこと，小麦の1ih紫と高価

格期の市場放出により農民に多くの利益をもたら

したことで，農fくい支持を待ていたためであり，

また，選挙戦術的な観点から近隣の選挙区にイス

プム教徒を立て〇ことによって自区内イスラム教

徒の取り込みに成功したためであ 9)た。

(ii) 選挙結果と BKD内閣の誕生

BKDの支持韮盤は，カースト的にけジャート

を中心とする中間カースト，経営規模的には中農

であったc，この両者はほぼ重なり合っている。し

かし，ジャートはUP,J、卜1において中農としてそれ

なりの経済力をも，ているものの，人ll的には少

数派に属する。 1931年センサスによれば， UP州

のカースト別人口比は，多い順にイスラム教徒

14.63も蹂，チャマール15.lf蹂，ブラーマン10.9f蹂，
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アヒール9.4佐， ラージプート 8.5f芥， クルミー

4.2似，ジャート1.7~邸であり（注15)，高位カースト

が全体の20~22佑，後進カースト40~42佐，不可

触民20佐となっていた。したがって，ジャートが

政治剪力として成長するためには，他の下位カー

ストと連合せざるを得ない。一方，下位カースト

にしてみれば，ジャート以外に頻みとすべき相手

はいない。ジャート，アヒールなど後進カースト

間におけるカースト的親近性も両者の連合を容易

にした（注16)。

1969年州議会選挙の意味についてフランケル

ば「UP~、11選挙で予期しなかった一つの結果は，

高位カーストの地主と低位カーストの農民耕作者

ないし士地なしグルーフ゜との伝統的な結び付きが

侵食され始め，農民の政治参加は水平的な連合と

いう新しい形態を志向するようになったことであ

る」と指摘した（注17)。

1969年選挙では，従来，大衆連盟や統一社会党

が持っていた反会議派のイメージを BKDが巧み

に取り込んだことも見逃せないa

BKDの躍進は， 1967年総選挙における会議派

の衰退をきっかけとするものであったか，同時に

緑の革命がもたらした政治的産物であり，やがて

はUP,J、卜1における社会主義政党の衰退にとって代

わる政党として機能することが予定されていた，

といえよう。

選挙後の1969年 2月16日， C・B・グフ゜夕内閣

か成立した。しかし，同内閣は，同年11月の会議

派大分裂によって C・B・グフ゜夕の属する会議派

（野党）が州議会内の少数与党となったため， 1970-

年2月10Hに辞職した。チャラン・シンは，同月

17日，会講派（与党）の支持を得て，内閣を組織

した。ごの時，会議派（与党）側には BKDを取

り込もうとする狙いがあった。しかし，同年8月l
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Ⅳ　独立後のインド政治におけるBKDの役割

までに， BKDは会議派（与党）との合併話を拒

し，チャラン・シンは朴I首相を辞任， 10月2

E, UPJ,|｛は，再度，大統領統治下に置かれた。

（注 1) イソドにおける党籍変更（インドでは，国

会議員や州議会議員が党笥変更によって大臣ポストや

諸利権を獲得することを “defection"と称する）研究

の大家であるカシャップは，チャラソ・シ｀ノの動きを

当時のイ｀ノドにおいてぎわめて活発であった党籍変更

の観点から捉え，それが州政治の変革に果たした意味

について何ら考察を加えていない。 1967年以降のイ｀ノ

ド政治状況においてはやむを得ない見方とも言えよう

が，いささか一方的すぎるきらいがあるといえよう。

Kasyap, Subhash C., The Politics of Power,デリ

-, National Publishing House, 1974年を参照され

たし ‘o

（注2) Sadasivan, S. N., Party and Democra-

cy in Ind幻， ニューデリー， TataMcGraw-Hill, 

1977年， 122-123ページ。

（注3) Bharatiya Kranti Dal, Constitution, ニ

ューデリー，出版年不明， 2ページ。

（注 4) Srivastava, Saraswati, "Uttar Pradesh," 

Iqbal Narain編， StatePolitics in India, メーラ

ット， l¥IeenakshiPrakashan, 1976年， 335~336ペ

ージ他。

（注5) Mathur, R. N., "Mi<lterm Elections in 

UP, Bihar, Punjab, Haryana and West Bengal: 

A Brief Survey," Indian Political Science Re-

,,ie“'，第 4務第 2号， 1970年 4-9月。

（注 6) 同上論文3

（注 7) 同上論文。

（注8) 同上論文。

（注 9) Bharatiya Kranti Dal, Aims & Princi-

ple, ラクナウー， 1968年。

（注10) Mathur, 1]1j掲論文。

（注11) UP州東部（バナラス県，ゴラクプール県）

の96議席についてみると（同上論文），会識派は 1967

年選挙が48誠崩， 69年選挙が51議席とほぼ無変化であ

るのに対して， 69年の BKDの獲得議席は16識席であ

った。東部の選挙結果も示すように BKDの獲得議席

は，圧倒的にUP州の西部地域だったことが分かろ

う。

（注12) 同上論文。

（注13) World Today, 1969年 5月。

インド革命党の台頭

（注14) Gokte, V. K., "Voting Behavior of 

Chhaoproi," Indian Political Science R1両,iew, 第

4巻第 2号， 1970年 4-9月。

（注15) Census of India, 1931,アラ 9ヽバードに掲

載された ‘‘UnitedProvinces of Agra and Oudh," 

table XVIIょり算出した。

（注16) 同一のカースト内でのみ回して喫する水煙

草（フッカー）をジャート， アヒール，グージャルは

3者間でも回して喫している。この事実は，これら）J

ーストがお互いに近い関係にあることを示す，といわ

れる。 Blunt,E. A.H., The Caste System of Nor・ 

thern India,デリー， S.Chand, 1969年， 98ページ。

（注17) Frankel, Francine R., India's Political 

Econarny, 1947-1977: The G1"adual Revolution,デ

リー， OxfordUuiversity Press, 1978年， 387ページ。

IV 独立後のインド政治におけるBKD

の役割

独立後のUP朴1における政治的，経済的な構造

の変化止後進カーストを中心とする中殷の台頭

をもたらした。しかし，既存の政治的なチャンネ

ルは彼らの意思を代弁するものではなく，何らか

の装置を必要とした。チャラン・シンのBKDは，

こうした農民たちの政治的な声を代弁する目標政

党であった。

BKD はその後， 1974年8月，スワタントラ

党，ウトカル会議脈，ラーシ・ナライン Vi~／カプ

ーリ・タークル派などと合併して，インド人民党

(BLD=Bharatiya Lok Dal)を結成した。 BKDの

目標政党としての役割はこの時点で終了し，全日

政党に転身した BLDは，さらに1977年，他の主

要野党と合併してジャナタ党を結成した。全国政

党となった BLD, ジャナタ党は， もはや中農層

の特化した利益の代弁者たり得なかった。

BKDが果たした独立後のインド政党史におけ

る役割については，目標政党の時代の役割と全国

政党となってからの役割を区別して次の 2点に要
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約することができる。

第 1は，すでに述べたように目標政党たる BKD

が果たした中農の代弁者としての役割である。

1960年代後半以降のインドにおいては，緑の革命

によって利益を得た後進カーストを中心とする中

農が政治プロセスヘの新たなチャンネルを必要と

しつつあった。会議派が独立後において，どちら

かと言えば，大地主を優先する農業政策を推進し

てきたためである。 BKDは，他州の野党に先駆

けてこの必要性を顕在化させ，中農に対して政治

プロセスヘの道筋をつけることに成功した（注 1)。

第 2は， BK[) を母体として発展した本格的な

全国政党が，会議派（与党）に対する代替政党（オ

Jンタナティブ）として機能してきたことである。独

立後のインド政治においては，長らく会議派に対

する代替政党の出現が期待されていた。社会主義

政党や共産政党は全国政党への展望を持ってはい

たが，いずれもカイサ足であった。代替政党の基本

的な条件は，会滋脈がそうであるように， ヒンデ

ィー・ベルトに一定の剪力を持ち，中逍保守の性

格を侃饂ていることである。確かに，保守系の大

衆連盟やスワタントラ党は中道保守の路線を目指

したが，保守系政党の合併によって代替政党を作

るというヴィジョンが希薄だった。 1971年の第5

次総選挙においては，当時の会議派（与党）に対

抗して主内野党による「大連合」が形成された

が， これは屯なる選挙協力であった。会議派の史

質は連合政党であるとみなすことができるが，こ

れに対抗する代替政党の形成には野党の側におけ

る連合が効果を持った。 BKDの結成とその後の

転身は，この意味で代替政党を目標とするもので

あったと言えるし，また， 1967年の第4次総選挙

まで続いた会議脈の一党優勢制に代わる連合とい

うインドの新たな政党制の枠組を提供するもので
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あった。しかし，この枠組によって形成されたジ

ャナタ党政権が1979年に崩壊したため， BKDの

インド政党史における役割は70年代において一応

終了したと考えられる。また， BKDが本来の H

標政党として持っていた役割も，その中心人物で

あったチャラン・シンが1987年に死去したことに

よって完全に消滅した。

インドにおける会議派以外の政党は，常に一つ

のディレンマを抱えている。各政党が党の理念や

政策を特化させておくことによって一定の支持を

確保し，保持することはできるが，広範な支持を

集めることができない。かといって，広範な支持

を得るために理念や政策を特化させずに一般化・

現実化させると会議派との差異がなくなり，かえ

って自己の支持基盤を弱めることになる。 BKD

は，当初，利益の特化によって目標政党となり，

次いで連合の枠組のもとで， BLD, ジャナタ党

への転身によって会謡脈を打ち破ることに成功し

た。野党が抱えるディレンマを巧みに解消したわ

けである。

BKDが先鞭をつけた野党連合という新しい政

党制の枠組は， 1988年10月にV•P ・シンを中心

に結成された人民党によって受け継がれている。

1989年末に予定されている第8回総選挙は，イン

ドにおいて野党連合が会議派に対峙する 2度目の

機会となろう。

（注 1) しかし，後進カーストにとって代弁者がい

なくなったことは代弁者が不必要になったことを意味

しない。現在は，人民党（ローク・ダル）のリーダー

であるハリヤーナー州首相であるデヴィ・ラールがこ

れまでのチャラソ・シソ的な役割を演じている。

また， UP州においては，マヘンドラ・シソ・ティ

カイトが， 1986年10月 17 日，インド農民組合 (Bhara•

tiya Kisan Union)を結成，中農を中心とする農民

層の代弁者の役割を演じている。

（国立国会図書館調査立法考査局）
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